
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立文化財機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

 国立文化財機構は、博物館を設置して有形文化財を収集し、保管して公衆の観覧に供するとともに、文化

財に関する調査及び研究等を行うことにより、貴重な国民的財産である文化財の保存及び活用を図ること

を目的としている。そうした組織の中で、理事長は、法人全体の活動を総括する一方で、我が国における

文化財保護政策の一翼を担い、文化財の保存及び活用を図るため、有形文化財の収集・保存・管理・展示

等の中核的拠点とし、また文化財の研究、特に文化財の保護・修復等に関する研究の中核的拠点として、

７つの施設に渡り高いマネジメント能力やリーダーシップが求められる。また調査・研究成果の国民への

公開、文化財担当者の育成、地方公共団体等への助言、国際交流や国際協力の推進などその業務は

多岐に渡り、かつ高度な専門性が求められる。理事においてもこれら多岐に渡る業務を遂行する理事長の

職務を補佐するにあたり、相当の専門的能力が求められる。以上により役員報酬の設定にあたっては、

国家公務員の指定職、文化分野の保存・活用等を図ることを主要な業務とする他法人の長を参考とした。

　（独）国立文化財機構役員報酬規程により、役員に支給される報酬のうち、勤勉手当については

　勤務成績に応じて、成績区分（成績率）を決定している。なお、令和元年度においては、

　特に顕著な業績や失態がなかったと判断し、標準の成績区分による支給を行った。

　　　 　なお、地域手当については、勤務地に応じ奈良市10％の支給率（国の給与水準と同様）としている。

　　　なお、国家公務員の給与水準（人事院勧告等）に準拠し、12月期の勤勉手当を0.05ヶ月引上げた。

理事 　　　役員報酬基準については法人の長と同様である。また、国家公務員の給与水準（人事院勧告等）に

　　　準拠し、12月期の勤勉手当を0.05ヶ月引上げた。

監事（非常勤）　　 非常勤役員手当（監事）の月額は120,000円である。令和元年度においては改定は行っていない。

法人の長　　　役員報酬基準は月額及び期末・勤勉手当から構成されている。常時勤務役員の月額については

　　（独）国立文化財機構役員報酬規程に則り、基本給（理事長965,000円、理事706,000円から

 　　865,000円までの範囲で理事長が決定する額）に地域手当を加算して算出している。

　   期末手当については期末手当基準額（月額＋地域手当＋ （（月額＋地域手当）×100分の20）

   　＋月額×100分の25）に期末手当支給割合（100分の70）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　　 勤勉手当については期末手当基準額（月額＋地域手当＋（（月額＋地域手当）×100分の20）

  ②令和元年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和元年度における改定内容

　　 期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じた額としている。

　　 ＋月額×100分の25）に基準日6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合及び

　　 勤務成績に応じた成績率を乗じた額としている。

理事（非常勤）　　　非常勤役員手当（理事）の月額は80,000円である。令和元年度においては改定は行っていない。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和元年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,738 11,580 5,000
1,158

0
（地域手当）
（通勤手当） *

千円 千円 千円 千円

18,001 10,740 4,991
2,148

122
（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

14,745 9,816 4,108
589
232

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

960 960 該当なし 該当なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 該当なし 該当なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 該当なし 該当なし
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

その他（内容）

E監事
（非常勤）

D監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　　　文化財に関する調査及び研究等を行うことにより、貴重な国民的財産である文化財の保存及び活用を図る

　　　　ことを目的としている。そうした組織の中で、理事長は、法人全体の活動を総括する一方で、我が国における

　　　文化財保護政策の一翼を担い、文化財の保存及び活用を図るため、有形文化財の収集・保存・管理・展示

　　　等の中核的拠点とし、また文化財の研究、特に文化財の保護・修復等に関する研究の中核的拠点として、

　　　７つの施設に渡り高いマネジメント能力やリーダーシップが求められる。また調査・研究成果の国民への

　　　公開、文化財担当者の育成、地方公共団体等への助言、国際交流や国際協力の推進などその業務は

　　　多岐に渡り、かつ高度な専門性が求められる。理事長の年間報酬額は、事務次官の年間給与額23,374千

　　　円と比べてもそれ以下となっている。また、文化分野の保存・活用等を図ることを主要な業務とする他法人の

　　　長の年間報酬額は、年間1,800万円超となっている。

　　 こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

　理事 　　　　理事の職務においては上記理事長の多岐に渡る業務を補佐するに当たり、相当の専門性を求めている。

　　　　　理事の年間報酬算定に当たっては、国家公務員における指定職俸給表3号俸相当としている。文化分野

　　　　の保存・活用等を図ることを主要な業務とする他法人の理事の年間報酬額は年間1,500万円超となって

　　　　おり、こうした他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当と考えられる。

　理事（非常勤）　　月額の算出根拠を常時勤務役員（理事）と同様の国家公務員における指定職俸給表3号俸

　　　　　　　 相当とし、担当職務内容、想定勤務日数等を踏まえ算出している。他の法人等の報酬額と比較

　　　　　　  しても当機構の報酬額が乖離しているものではなく、報酬水準は妥当であると考えられる。

　監事（非常勤）　　月額の算出根拠を常時勤務役員（監事）と同様の国家公務員における指定職俸給表2号俸

　　　　　　　 相当とし、担当職務内容、想定勤務日数等を踏まえ算出している。他の法人等の報酬額と比較

　　　　　　  しても当機構の報酬額が乖離しているものではなく、報酬水準は妥当であると考えられる。

【主務大臣の検証結果】
                職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、

                民間企業との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和元年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人での在職期間

理事A

監事B
（非常勤）

監事B

法人の長

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

監事A
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５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

     常時勤務役員における勤勉手当の成績率決定にあたっては、基準日6ヶ月以内の勤務成績に

   応じたものとしている。

　   業績給に関する今後の方針についてはⅠ１②にある仕組みを継続して実施し、必要に応じて

   拡充することを検討する。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　独立行政法人通則法第50条の10第3項に基づき、業務の実績並びに職員の職務の特性及び
　雇用形態、学歴、試験、経験及び職務の責任の度合いを考慮し、　国家公務員の給与水準に
　適合するよう、給与水準を決定している。

　昇格、昇給の実施及び勤勉手当の成績率の判定にあたって、業務において特に優秀な成績を
　収めた職員の勤務成績を考慮している。

　③　 給与制度の内容及び令和元年度における主な改定内容

　（独）国立文化財機構職員給与規程に則り、基本給、基本給の調整額及び諸手当（扶養手当、管理
　職手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、寒冷地手当、超過勤務手当、
　休日給、夜勤手当、期末手当及び勤勉手当）としている。
　期末手当については期末手当基準額（月額＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当）に、
　100分の130を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を
　乗じて得た額としている　（級及び管理職手当支給対象者でそれぞれの基準に該当する者には
　その級及び管理職手当支給区分に応じた加算額を期末手当基準額に加えている）。
　勤勉手当については勤勉手当基準額（月額＋地域手当（扶養手当を含まない額）＋広域異動手当）
　に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の勤務期間の区分に応じた割合及び（独）国立文化財
　に関す機構職員にの期末手当及び勤勉手当に関する細則に定める基準に従って定める成績率を乗じた
　額としている。
　なお、令和元年度における主な改定内容は以下のとおりである。

　　１．給与改定
　　　　令和元年度人事院勧告を受け、国と同様に官民較差と全国の較差との率の差を踏まえ、令和元年
　　　　12月期において平成31年4月に遡り基本給表水準の引上げを行った（平均0.1%）。
　2．賞与の改定
　　　　国と同様に賞与を引き上げ（0.05月分）、民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分した。

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

268 44.4 7,909 5,844 139 2,065
人 歳 千円 千円 千円 千円

98 40.8 6,367 4,682 140 1,685
人 歳 千円 千円 千円 千円

160 46.4 9,062 6,710 137 2,352
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 48.5 5,309 3,920 163 1,389

人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 68.3 15,313 11,692 75 3,621
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 68.3 15,313 11,692 75 3,621

人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

任期付職員（年俸制）

研究職種

常勤職員（年俸制）

事務・技術

施設の長

任期付職員

区分

技能・労務職種

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

研究職種

研究職種

うち賞与平均年齢人員 うち所定内
令和元年度の年間給与額（平均）

総額

事務・技術

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方
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人 歳 千円 千円 千円 千円

14 62.7 3,840 3,236 113 604
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 62.6 3,888 3,279 129 609
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 62.8 3,776 3,179 91 597
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 57.8 3,298 2,388 88 910
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 57.8 3,298 2,388 88 910
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：技能・労務職種は、博物館において警備等を担当する職種（衛士）である。
注3：常勤職員（年俸制）の事務・技術、研究職種、任期付職員（年俸制）の研究職種、再任用職員の技能・労務職種、
　　　再任用職員（年俸制）の研究職種、非常勤職員の技能・労務職員は、該当者が2人以下のため、個人に関する

　　　情報が特定されるおそれがあることから、区分以外は記載せず、各区分の全体の数値からも除外している。

技能・労務職員

技能・労務職種

研究職種

再任用職員

非常勤職員

事務・技術

研究職種

事務・技術

再任用職員（年俸制）
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：研究職員の２８～３１歳の該当者は、４人以下のため年間給与額の第１・３四分位について表示していない。

また、該当者が2人以下の年齢階層について、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

平均給与額を示す点を表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 2 - -

本部課長 2 - -

本部課長補佐 3 52.2 7,971

本部係長 4 40.0 6,429

本部主任 1 - -

本部係員 5 29.3 4,365

地方部長 1 - -

地方課長 6 50.5 8,775

地方課長補佐 7 52.9 7,336

地方係長 28 44.4 6,591

地方主任 8 41.5 5,746

地方係員 31 32.2 4,642
注1：代表的職位の該当者が２人以下の場合については、個人が識別されるおそれがあることから、平均年齢

     及び給与についての数値は記載しない。

注2：代表的職位の該当者が４人以下の場合については、年間給与額の平均のみ記載している。

（研究職員）

平均
人 歳 千円

本部研究部長 1 - -

本部研究課長 1 - -

本部主任研究員 6 45.3 9,549

本部研究員 2 - -

地方研究部長 12 55.9 11,658

地方研究課長 14 54.1 11,480

地方主任研究員 89 45.9 8,900

地方研究員 29 38.5 6,065

副館長・副所長 4 59.5 12,013
注1：代表的職位の該当者が２人以下の場合については、個人が識別されるおそれがあることから、平均年齢

     及び給与についての数値は記載しない。

注2：代表的職位の該当者が４人以下の場合については、年間給与額の平均のみ記載している。

④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

49.3 49.2 49.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

50.7 50.8 50.8

％ ％ ％

         最高～最低 52.6～49.4 51.0～50.5 51.8～49.9

％ ％ ％

58.5 57.5 58

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.5 42.5 42

％ ％ ％

         最高～最低 46.4～38.1 46.7～39.1 44.9～39.2

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

52.7 50.8 51.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

47.3 49.2 48.3

％ ％ ％

         最高～最低 52.5～40.0 53.6～41.3 53～40.6

％ ％ ％

58.8 57.3 58

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.2 42.7 42

％ ％ ％

         最高～最低 46.4～38.8 47.5～40.1 45～39.4

13,520～9,890

11,943～6,416

8,032～4,926

～

区分

千円

～

～

10,674～7,202

～

12,519～10,558

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

～

9,552～7,686

8,023～6,741

8,022～5,683

6,146～5,191

5,917～3,676

～

～

～

～

～

5,076～3,704

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

賞与（令和元年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

９人
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○研究職員

４　モデル給与
（扶養親族がいない場合）

○２２歳（大卒初任給）
月額　１８２，２００円　　　年間給与　２，６７９，２９５円

○３５歳（本部主任）
月額　３３８，１６０円　　　年間給与　５，５８４，０６０円

○５０歳（本部課長補佐）
月額　４３９，９２０円　　　年間給与　７，２７２，４９１円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき10,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方
昇格、昇給の実施及び勤勉手当の成績率の判定については、業務に
おいて特に優秀な成績を収めた職員の勤務成績を考慮している。

　給与水準の妥当性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　79.8％
（国からの財政支出額　10,191,866千円、支出予算の総額　12,771,396千
円：令和元年度予算）
【累積欠損額　0円（令和元年度決算）】
【管理職の割合　10.8％（常勤職員数158名中17名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　98.1％（常勤職員数158名中155名）】
【支出総額に占める給与・報酬等総額の割合　23.5％】
　（支出総額　12,050,240千円　給与・報酬等支給総額3,011,675千円）

（法人の検証結果）
支出予算の総額に占める国からの財政支出割合は79.8％と50％を上回っ
ているが、対国家公務員指数（年齢勘案）は国を1.9ポイント下回っており、
給与水準は適正と言える。

（主務大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

講ずる措置
引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案                            ９８．１
・年齢・地域勘案　　　　　　　　１００．５
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　  ９８．０
・年齢・地域・学歴勘案　　　　 １００．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

研究職員の対国家公務員指数（年齢勘案）は，１００を下回っている。また、
当法人の職員給与規程は、国家公務員の職員給与を規定している一般職
の給与に関する法律等に準拠しており、給与水準は国家公務員と同水準で
ある。
当法人は東京都特別区以外にも、京都市、奈良市、堺市、太宰府市に施設
を有し、その施設間で人事異動を実施しているため、広域異動手当及び住
居手当の受給者の割合が、国家公務員に比べて高くなっている。
　上記により、「年齢・地域勘案」及び「年齢・地域・学歴勘案」での指数が
100を超える要因となっていると推察される。

【上記手当の受給者の割合比較】
※平成31年国家公務員給与等実態調査報告書（人事院）より算出
　広域異動手当：0.49%(国　0.28%)
  住居手当：35.82%(国 29.84%)

　給与水準の妥当性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　79.8％
（国からの財政支出額　10,191,866千円、支出予算の総額　12,771,396千
円：令和元年度予算）
【累積欠損額　0円（令和元年度決算）】
【管理職の割合　3.1％（常勤職員数98名中3名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　78.6％（常勤職員数98名中77名）】
【支出総額に占める給与・報酬等総額の割合　23.5％】
　（支出総額　12,771,396千円　給与・報酬等支給総額3,011,675千円）

（法人の検証結果）
支出予算の総額に占める国からの財政支出割合は79.8％と50％を上回っ
ているが、対国家公務員指数（年齢勘案）は国を2.6ポイント下回っており、
給与水準は適正と言える。

（主務大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

講ずる措置
引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。

項目 内容

・年齢勘案                          ９７．４
・年齢・地域勘案                  ９３．３
・年齢・学歴勘案                  ９６．１
・年齢・地域・学歴勘案          ９２．８

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

該当無し

項目 内容

対国家公務員
指数の状況
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Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D) 520,671 549,757 578,755 617,060
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

福利厚生費

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与
1,013,218 980,722 990,575 1,023,006

4,752,997 4,986,8584,489,5424,533,387

2,695,284 2,807,477

退職手当支給額
304,214 151,584 250,774 273,129

2,932,891 3,073,661

区　　分

給与、報酬等支給総額

「給与、報酬等支給総額」は対前年度比4.6％増となった。人事院勧告に基づく国に準じた基本給表の水準の引上
げ、勤勉手当成績率の引上げによる影響が大きい。また、法人内組織新設に伴う職員の人員増等による影響も挙
げられる。
「最広義人件費」は対前年度比で4.7％増となった。増額の主な要因としては、基本給表の水準の引上げ等による
増加、職員の人員増等が挙げられる。
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